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社会課題となっている生物多様性に関して，建設分野では，土木・建築の設計・施工・維持管理の各プ

ロセスにおいて，希少動植物の保全，在来種による緑化などの対策が進められている。本稿では生物多様

性に関する技術開発動向を土木学会・日本建築学会での発表内容から分析した。その結果，建設分野では

各社の技術研究所等において緑地や水辺のあるビオトープを設置し，土木法面緑化や建物緑化など緑化関

連技術の開発に取り組んでいる事例が多いことが確認された。また ,緑化の持つ機能の定量的な評価技術

や希少動植物のデータベース化などの技術開発が，情報通信技術の進展とともに進められている。ここで

は「30 by 30 目標」などを始めとする社会背景も踏まえて今後の生物多様性に関する技術開発動向を整

理した。
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建設分野の生物多様性に関する技術開発動向
-土木学会・日本建築学会での発表内容の分析から-

１．はじめに

生物多様性の保全は，自然共生社会へ向けた取組とし

て，脱炭素社会，循環型社会の形成とともに社会的課題

となっている。これは国の基本的な計画である生物多様

性国家戦略を始めとする社会背景のもと，企業において

も顧客，投資家など多様なステークホルダーに対する

ESG/SDGs 対策として，生物多様性の保全および持続可

能な利用は必須要件になっている。

本稿では最近の土木学会，日本建築学会での建設各社

の生物多様性に関する発表内容から，生物多様性に関する

技術開発内容を分析し，今後の技術開発動向を整理した。

２．分析方法

当社発足年の 2013 年度から 2021 年度の 9 年間に渡る

土木学会全国大会年次学術講演会講演概要集１）および日

本建築学会学術講演梗概集２）において「生物多様性」ま

たは「緑化」をキーワードとする報文を抽出した。これ

らから，発表者が建設会社に所属している報文を対象に

取組現場，取組プロセス，技術開発内容のカテゴリーで

分類し分析を行ない，今後の生物多様性に関する技術開

発動向を整理した。

３．学会発表の分析

３．１　発表件数

図－ 1，2 に年度別の土木学会，日本建築学会におけ

る発表件数をそれぞれ示す。土木学会では総数 47 件（年

平均5.2件），日本建築学会では総数30件（年平均3.3件）

であった。年度別の発表件数に土木学会，日本建築学会

とも大きな変化はなく，多少発表件数の多い年度がある

ものの，各社とも関連する技術開発や開発された既存技

図- 1　土木学会での年度別発表件数

図- 2　日本建築学会での年度別発表件数
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多い。こうした調査研究の中には，在来種を植栽したダ

ム原石山法面緑化の植生遷移の調査を 20 年以上に渡り

行っている 3）事例もあり，機能の検証のために施工後の

長期にわたるデータが取得されている。現状では維持管

理業務は発注時に含まれていないことが多いが，今後，

建設分野の業務対象が構造物のライフサイクル（設計・

施工・維持管理・更新）全般に広がる可能性もあるため，

先行して維持管理プロセスに取り組んでいる部分もある

ものと考えられる。

建築においては，維持管理が 40% を占め最も多い。具

体的な取組としては，建築物の外構に設置したビオトー

プや屋上緑化の生物相の経時変化の調査報告などであ

る。緑化の機能は設計・施工後の運用時の維持管理にお

いて発揮される部分も多く，土木と同様な理由で維持管

理プロセスの事例は各社が自主的に行っていると思われ

る。一方，建築においては，土木にはない設計関連の発

表も 13％を占める。これは設計・施工案件に関するも

のと思われる。

３．３　技術開発内容

（１）土木分野

図－ 5 は土木学会発表における技術開発内容の分類割

合である。「植栽基盤」に関する割合が最も高い。具体

的には法面緑化を対象にした従来の吹付工植生基材の調

査 4），木質バイオマスを使った緑化工法開発 5），埋土種

子を利用した在来種緑化工法開発 6）などである。1995

術の現場での適用などの取組を定常的に行っていると推

測される。

３．２　取組現場・取組プロセス

（１）取組現場

図- 3に土木学会，日本建築学会それぞれの発表内容

から推測される取組現場を土木では工種別，建築では用

途別にそれぞれ示す。両学会とも発表内容の取組現場と

しては技術研究所など自社施設が一番多い。一般的に学

会での発表内容では，新たな技術開発に係る報告も多い。

これは開発段階の技術については，稼働中の建設現場に

適用する前に自社技術研究所や本社の技術開発部門で実

施しているためと考えられる。自社施設以外では，土木

においてダム，最終処分場，建築では，都市再開発，美

術館等文化施設の現場が多い。この理由は土木の場合は

企業者ニーズ，建築の場合はこうした施設では緑化が重

視されることによると思われる。

（２）取組プロセス

図- 4は設計，施工，維持管理，技術開発というプロ

セスからみた両学会の発表内容の割合である。土木では

施工と技術開発の割合がそれぞれ 4 割ほどである。維持

管理は 19％であるが，その内容としては，最終処分場

の生物相の経時変化，ダム周辺の植生やビオトープ・エ

コスタック（生物の生息場）のモニタリングといった施

工後の生物多様性保全機能を確認するための追跡調査が

　　　　　　　　

図- 3　土木学会・日本建築学会の発表内容における取組現場の割合（左：土木学会，右：日本建築学会）

図- 4　土木学会（上）・日本建築学会（下）各発表内容での取組プロセスの割合
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でにもダム現場などで伐採材を使ったエコスタックなど

を設置した事例があるものの，効果の検証までは行なわ

れていない事例がほとんどであり，機能評価は今後の課

題と思われる。

（２）建築分野

日本建築学会発表における技術開発内容の分類割合を

図－ 6 に示す。この中では「緑化計画評価システム」が

6 割以上を占めており，在来種植物の選定だけでなく，

害虫などのリスク評価を取り入れたシステムの開発 17）

も行われている。

2 番目に多い「快適性評価」では緑化による快適性を

アンケート調査で分析する試みが報告されている 18）。こ

こで，快適性は緑化の持つ多くの機能のうち重要なもの

であり，定量化指標のひとつとして緑視率がある。これ

に関する研究としては快適性を担保する緑視率の値 19）

や，緑視率計算手法の開発 20）などがある。

一方，「植栽基盤」に関しては，埋土種子から在来種

を選択し，育苗するためのマット状の基盤開発 21），「遺

伝子解析」においては，遺伝子レベルでの生物多様性保

全の攪乱要因を分析し，緑化に用いる園芸種の流通に及

ぼす影響を考察したものなどがある 22）。このように生物

多様性に配慮した在来種や植栽基盤の技術開発が進めら

れていることは，最近の特徴的傾向の一つである。

４．今後の技術開発動向

３－２で述べたように建設分野では，各社の施設を中

心に新たな技術開発を行い，設計，施工，維持管理の各

プロセスで活用を試みていることが伺われる。また３－

３に記した具体的な技術開発内容の傾向からは土木・建

築の両分野とも新しい計測技術を活用し，快適性やグ

リーンインフラと言った社会の要請に応える形で技術開

年に宮ヶ瀬ダム（神奈川県）の原石山法面緑化工事にお

いて開発した当時としては先駆的な在来種緑化工法 7）も

こうした「植栽基盤」の開発に含まれる。

次に多いのが「画像処理」である。具体的には UAV（無

人航空機）による NDVI（正規化植生指数）の空撮画像

解析 8），レーザスキャナによる 3 次元点群データを活用

した緑地評価等 9）に関する取組などである。今後これら

技術により定量的で客観的な緑地評価が可能になること

が期待される。

また，これに次いで「水質」に関する事例が多い。こ

の中では水中の環境 DNA を利用した希少生物のモニタリ

ング 10），藻類のアレロパシー（忌避作用）を活用した藻

類増殖抑制技術 11）など先端的な分析・浄化技術の発表

が見られる。

なお「雨水流出緩和」の技術は，最近「グリーンイン

フラ」の構成要素などとして見直されており，主体とな

る湿生植物の消費水量調査が報告されている 12）。この技

術に関しては土木学会発表以外にも外構緑化に使われる

樹木シラカシについて，その雨水流出緩和効果を実験に

より定量的に評価し，緑化の持つ付加価値を明示したも

の 13）などがある。今後はこうした緑化の持つ機能に関

する評価事例も増えていくものと考えられる。

また，生物多様性に関する「評価技術」や「データベー

ス」についても検討が行われている。例えばタブレット

を用いた評価システムなどが開発されている 14）。建築設

計に関する技術では CASBEE（建築環境総合性能評価シ

ステム）の生物多様性に関する評価点を向上させること

を目的とする設計者向けシステムの開発事例がある 15）。

このシステムには土木用の植栽としての潜在自然植生

データベースがあり，建物緑化だけでなく土木法面緑化

等にも活用されている。

これ以外にも「エコスタック」の定量的な機能調査も

報告されており，効果の検証がなされている 16）。これま

図- 5　土木学会発表における技術開発内容 図- 6　日本建築学会発表における技術開発内容
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市街地整備事業において，伐採された里山の樹木のどん

ぐりを，地域の子供達に預けて苗木を育成してもらい，

その苗木を完成後の防災緑地に植栽して，地域の里山を

再生しようというプロジェクトである。この取組にはコ

ストや時間がかかるものの，地元の子供達にもその一翼

を担ってもらったことで地域振興に役立つというメリッ

トがあった。この事例のように，地域の課題解決や環境

教育に役立つ取組は今後増えるものと考えられる。

また，建築分野での緑化にも関係するが，UAV 空撮デー

タや 3 次元点群データなどを活用した緑化の健全度評価

技術は一部実用化の領域にあると考えられる。例えば，

前述した 20 年以上に渡って行ったダム原石山法面緑化

の植生遷移調査では，こうした新技術を活用することで

調査の効率化と高度化が図られている 3）。

（２）希少生物保全

建設現場では，エコスタックを活用し，希少動植物の

移設・移植が従来から行われている。こうした中には陸

上生物のみならず希少生物であるサンゴを水中コンク

リートにより移植する試験施工を行った例もある 25）。こ

れら移設・移植の成否は長期に渡って検証しなければな

らず，この評価には GIS の活用が有用であると考えられ

る。すなわち希少動植物の位置，画像などの経時的な情

報を可視化して，生態を把握することで，経時的な変化

を多面的に評価できる。加えて希少生物のデータベース

としても活用可能である。

環境アセスメントにおいても希少動植物の生態の事

前・事後評価が重要とされているが，維持管理段階も含

めた長期に渡る評価では，幅広い関係者の合意調整の上

でこうした取組を一貫して進めていかなければならな

発が進められていることがわかった。こうした社会の動

向について将来的な流れを概観してみる。

現在，我が国は 2030 年までに陸と海の 30% 以上を保

全する「30 by 30 目標」23）を国際約束としている。こ

の目標達成のためには，国立公園等の従来の保護地域以

外 で 生 物 多 様 性 保 全 に 資 す る 地 域（OECM：Other 

Effective area-based Conservation Measures）を設定・

管理する必要がある。さらに生物多様性保全上効果的な

地域を把握・検証するための生物多様性の「見える化」

等が必要とされている。

こうした社会動向も踏まえて土木学会・日本建築学会

の発表内容からみた，今後普及が想定される生物多様性

に関する主な実証段階技術を汎用技術と共に表－ 1にま

とめた。

４．１　土木分野

土木分野の生物多様性に関する技術開発内容から取組

対象を法面緑化，希少生物保全，水質浄化の３つに分け

て今後の動向について整理してみる。

（１）法面緑化

法面緑化の技術開発は，図－ 5に示す「技術開発内容」

で分類した「植栽基盤」，「画像処理」，「評価技術」に関

係する。法面緑化の植栽植物に関しては，購入可能な園

芸種に由来する在来種の利用から，地域の埋土種子を利

用した本来の在来種の活用が進められると考えられる。

こうした事例の一つに，地元の里山のどんぐりを採取し，

育苗した苗木を新たに造成した緑地に植栽したプロジェ

クト（「どんぐりプロジェクト」）がある 24）。

これは福島県いわき市での東日本大震災復興を目指す

表－ 1　建設分野における生物多様性に関する主な実証段階技術

分野 分類 項目 汎用技術 実証段階技術

緑化・植栽工法
地域に自生していない在来種（園芸種）を植栽する
工法

埋土種子等地域に自生している在来種を植栽する工
法6，7）

植生調査 踏査による樹高計測や目視による樹勢評価
空撮による効率的かつ定量的な評価（例えばNDVIに
よる健全性評価など8，9））

希少生物
保全

生物の生息場確保
ビオトープなど移設・移植後の生息場の確保のみ
（効果・機能の検証なし）

設置後の生物の生息場としての効果・機能を検証し
たエコスタック等16）

水質浄化 水質調査 BOD，濁度等化学的・物理的水質指標
環境DNA10）や在来水生生物飼育水槽を用いた環境モ
ニタリング28）

緑化・植栽工法
地域に自生していない在来種（園芸種）を植栽する
工法

埋土種子等地域に自生している在来種を植栽する工
法21）

緑化計画評価システム 地域性在来種の植栽評価に特化したシステム
病虫害・鳥獣害の制御方法17) や緑化の機能（雨水流
出量削減、CO2固定能等）評価29）を含むシステム

快適性機能の評価 アンケート調査による定性的評価
人の視界に占める緑の割合を示す緑視率による定量
的評価19,20 )

維持管理 除草･病虫害予防に化学薬品を使用する維持管理 IPM（総合的病害虫・雑草管理）30）に基づく環境に
与える負荷を抑制した維持管理

表－１　建設分野における生物多様性に関する主な実証段階技術

土木

法面緑化

建築 緑化
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として活用されることも予想される。また，こうした技

術により地球温暖化対策における CO2 削減量などと比較

して，わかりにくいとされる生物多様性の定量評価が可

能となり，その効果の「見える化」に繋がるものと考え

られる。

植栽基盤については，各社一時期までは独自の緑化シ

ステムを開発する流れにあったが，技術が成熟するに従

いコスト競争力のある造園関連会社が主な供給元になっ

ているものと判断される。今後この分野における技術開

発は，土木法面緑化で述べたような埋土種子を活用した

在来種を植栽するシステムのような付加価値の高い基盤

の開発に向かうものと思われる。

緑化計画評価システムやデータベースも設計，施工，

維持管理に必要な基本的な技術である。現在は在来種緑

化や希少生物に関するデータを活用している事例がほと

んどである。今後は，雨水流出量削減，CO2 固定能など

緑化の持つ多様な機能を定量的に評価するシステムも活

用されると思われる 29）。

また生物多様性の保全によりもたらされるのは便益だ

けではなく，病虫害・鳥獣害といった「負の生態系サー

ビス」もある。こういった面に着目すると Well-Being

への関心の高まりもあり，生物多様性保全のマイナス面

も含めた評価システムやデータベースのニーズも高まっ

てくると考えられる。

さらに，上記に関連して，有害生物の除去に薬剤を使

用しないなど生物多様性と共生する技術開発も求められ

るものと思われる。これに対しては農業の分野で人の健

康へのリスクと環境への負荷を軽減するための総合的病

害虫・雑草管理（IPM：Integrated Pest Management）

が提唱されており 30），緑化の維持管理においても温水除

草など化学薬品を使わない除草方法などの開発が進めら

れるものと考えられる。

５．おわりに

生物多様性の保全は自然共生社会に繋がり，脱炭素社

会，循環型社会と同様に現在求められている社会の在り

方の一つを構成している。本稿では生物多様性の保全に

関して，建設分野における技術的な取組を中心に述べて

きた。しかし，生物多様性の保全には，技術開発だけで

はなく，森林の保全や環境学習・教育などの ESG/SDGs

にも関連する PR・啓発活動も大きな部分を占めている。

こうした活動に取り組んでいる企業は極めて多く，今後

CSR 的な取組と技術開発が両輪となり，「生物多様性保

い。現状，こうした技術の活用においては，技術的なも

のに加えて制度上の課題もあると考えられる。

（３）水質浄化

魚介類などが生息する河川や河口域における建設現場

では，工事排水の水質に配慮する必要がある。水質浄化

工法としては従来の凝集沈殿法や砂ろ過以外にも多くの

技術が試行されきた。こうした中で従来の凝集沈殿法よ

り敷地面積が少ないなどのメリットがある膜ろ過法 26），

簡易に水質浄化可能な炭素繊維やマイクロバブルによる

浄化技術 27）を建設現場で試行した事例もある。しかし，

これら技術はコストやメンテナンスなどの課題もあり，

建設現場での水質浄化の主流は従来の凝集沈殿や砂ろ過

である。しかし，今後の継続的な改善によりこうした新

技術が活用されることも考えられる。

また，処理水の評価としては従来の BOD 等化学的な水

質指標に加えて環境 DNA（水中等環境中の生物由来の

DNA）の活用 10），水生生物を処理水で飼育する環境モニ

タリング手法 28）も「見える化」の一環として活用され

ていくものと考えられる。

４．２　建築分野

建築分野の「技術開発内容」は３．３（２）で見たよ

うにほとんど緑化（建物外構，屋上・壁面）に関係して

いる。建設分野では各社の技術研究所等において緑地や

水辺のあるビオトープを設置し緑化関連技術の「開発

フィールド」としているところも多い。このように事業

所の緑地を生物多様性保全の場として活用する取組は

OECM の施策とも合致している。例えば，安藤ハザマ技

術研究所でも，2022 年 3 月に一般社団法人いきもの共

生事業推進協議会（通称 ABINC）の「いきもの共生事業

所認証」を取得した。これは事業所緑地の生物多様性保

全への取組を第三者が認証する取組の一つである。現状

では，企業等の緑地計画や維持管理の支援をしていくた

めに，関連する技術開発を自社の「開発フィールド」を

活用して進めていく事例が多いが，今後は設計・施工案

件への対応も広がるものと考えられる。

土木法面緑化の部分で述べた UAV 空撮等の新技術は，

これまでは定性的な評価が主流とされていた緑化の機能

を定量化していく上で広く利用されていくものと考えら

れる。例えば，植物の健全性，緑化による温熱環境制御

機能，CO2 固定能，Well-Being（快適性）などの評価が

これに該当する。さらに緑化の設計・施工・維持管理に

必要なデータが一元的に管理されることで，BIM の一環
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Technological development trends related to biodiversity in the construction field
- Analysis of presentations at the Japan Society of Civil Engineers and the Architectural Institute of Japan-

Yutaka IKEDA

Regarding biodiversity, which has become a social issue, in the field of construction, various 
measures are being taken in the design, construction, maintenance and management processes of 
civil engineering and construction, such as the conservation of rare animals and plants and the use 
of native species for greening. In this paper, we analyzed the technology development trends related 
to biodiversity based on the contents of presentations at the Japan Society of Civil Engineers and the 
Architectural Institute of Japan. As a result, it was confirmed that in the field of construction, there 
are many cases in which biotopes with green areas and waterfronts are installed in the technical 
research institutes of companies, etc., and that they are working on the development of greening-
related technologies such as the greening of slopes and the greening of buildings. Technological 
developments such as the quantitative evaluation of the functions of greening and the creation of a 
database of rare animals and plants are also progressing along with advances in information and 
communications technology. Here, we have organized the trends of technological development related 
to future biodiversity based on the social background, including the 30 by 30 Goals.


